
「中小企業における事業再生支援のあり方検討会」報告書 (概要)
背景と
目的

• 中小企業活性化協議会 (以下、協議会)は、2003年の発足当時、主に債権放棄等の抜本再生に向けた金融調整を行う公的機関の位置付けであったが、リーマンショックや
新型コロナ等でBS･PL両面が毀損する企業が増加し、次第に支援メニューや役割を拡大。金融調整に加え、収益力改善や民間機関への助言（405事業）など、再生支援全般に
わたるシームレスな取組を実施してきた。

• 約20年が経過する中で、中小企業を取り巻く事業環境等は大きく変化。着手の遅れにより事業や財務が大きく毀損した案件や、小規模案件、スポンサー案件の増加の一方、
協議会リソースの限界、中小版GL等の私的整理の拡がりといった実情を踏まえ、再生支援全般や協議会に求められる「あり方」を改めて整理するべく本検討会を開催。

対応の
方向性

再生支援の規律・伴走強化 協議会支援力強化早期着手に向けた予兆管理強化等1 2 3

支援機関・金融機関による事業者へ
のモニタリング・予兆管理の強化に
基づく早期持ち込み促進

事業者自身による財務状況の可視化

再生支援の出口の明確化

再生計画の実効性向上等に向けた
伴走支援強化

全国本部による各協議会への指
導・育成機能の強化

民間支援の拡大に向けた
助言機能強化

事業者の状況に応じた
適切な支援メニューの提供

協議会事業に関する事業者への
認知拡大による早期持ち込み促進

事業者、認定経営革新等支援機
関の利便性の向上及び協議会業
務の効率化

1

2

3

地域における再生支援機能強化4

他機関連携の強化

再生M&A案件の促進に向けた環境整備

地域の再生支援人材の育成強化

4

6

金融機関の再生支援への意識・対応強化11

5

実態と
課題 事業者

金融機関

士業・再生
MAのFA等

モニタリング対応件数のばらつき
(地域差・事業者差) 対応コストと報酬が見合っていない

引当不足等による
長期リスケ常態化

関与/状況把握のばらつき
(地域差・事業者差)

金融機関・再生ファンド・サービサー
等の再生の担い手間での連携不足

再生支援人材の不足・
地域でスキルにばらつき

公的/外部支援への認知やリーチが限定的

財務状況を把握できていない

問題の先送り/
相談タイミング

の遅れ

早期着手の課題1

再生支援の規律・伴走の課題2 協議会支援力の課題3

最適な支援に
つなげられない

出口を見据えないリスケが常態化 再生支援人材の不足・
地域でスキルにばらつき

• 事業活動が継続困難となる前に支援の早期着手に向けた予兆管理や再生支援の規律を強化し、協議会は「事業再生」支援を重点的に能力を発揮。各地域での支援のばらつ
きに対して協議会支援力を強化すると同時に、民間（金融機関や士業等の支援専門家）の再生支援を拡大し、地域における再生支援機能を強化することで、「成長型再
生」に向けた取組を進めるべき。

モニタリング 支援の開始・担い手の決定 支援業務 体制構築

協議会
協議会の認知促進が足りていない

協議会と民間の
分担があいまい

協議会のハブ機能の強化
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7

8

9

14

13
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地域における再生支援機能の課題4

1



対応の方向性と具体的施策
•①事業活動が継続困難となる前の支援の早期着手に向けた予兆管理、②再生支援の規律を強化し、「事業再生」支援での協議会の重点的な能力
発揮、③協議会支援力の強化、④民間支援専門家支援拡大を通じた地域における再生支援機能を強化することで、「成長型再生」に向けた取組
を進めるべき。

早期着手に向け
た予兆管理
強化等

再生支援の
規律・伴走強化

協議会
支援力強化

地域における
再生支援
機能強化

(人材育成/
再生M&A環境整備)

支援機関・金融機関等による事業者へのモニ
タリング・予兆管理の強化に基づく早期持ち
込み促進

協議会事業に関する事業者への
認知拡大による早期持ち込み促進

再生支援の出口の明確化

事業者の状況に応じた適切な支援
メニューの提供

全国本部による各協議会への指導・育成
機能の強化

他機関連携の強化

地域の再生支援人材の育成強化

再生M&A案件の促進に向けた環境整備

事業者自身による財務状況の可視化

再生計画の実効性向上等に向けた
伴走支援強化

対応の方向性

事業者の定期的なデータ生成・情報提供の促進及びモニタリング強化に向けた信用保証制度の創設や
金融機関等によるモニタリング及び早期持ち込みの強化等

国・協議会等による各業界団体や取引先経由等のチャネル等を通じた周知・啓蒙活動

協議会・405事業等の支援回数ルールの厳格化、プレ再生支援等の出口戦略の要件化（数値基準・バックアッププラン設定等
の要件化）の検討。金融機関等によるプレDIP等を活用した規律強化・再生支援拡大の検討

本来の趣旨に応じた運用の促進に向けた、支援メニュー選定フローチャート等の整備や、収益力改善支援における金融支援の
原則廃止に伴うプレ再生支援の運用柔軟化の検討

全国本部の協議会への伴走支援力の発揮として、ブロック単位の協議会間の人材交流や人材育成の高度化に向けた研修制度等
の拡充。協議会の実効性（モチベーション等）を高めるための評価・インセンティブのあり方の検討

事業承継・引継ぎ支援センターやよろず支援拠点等との連携強化
再生系サービサートライアル、官民再生ファンドのアップデート等の検討

協議会等による金融機関職員、士業等へOJT（トレーニー制度、補佐人制度）や研修（認定経営革新等支援機関への勉強会、
経営者勉強会等）等の拡充

関係機関における共通理解醸成・案件促進に向けた再生M&Aのガイドライン等の整理やインセンティブ付与等の検討

中小企業へのAX/DX/IT化支援等を通じた、事業者の経営状況可視化・リテラシー向上による自律的経営の促進

協議会、 民間支援専門家 (認定経営革新等支援機関）や官民再生ファンド等を活用した、再生支援等の出口の実効性向上に向
けた伴走支援の強化

具体的施策
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協議会等※

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

金融機関等※

✓

✓

✓

✓

✓

✓

士業等※

✓

✓

✓

✓

✓

民間支援の拡大に向けた助言機能強化

事業者、認定経営革新等支援機関の利便
性の向上及び協議会業務の効率化

協議会のハブ機能の強化

民間 支援専門家(認定経営革新等支援機関) 支援の拡大に向けたVアップ事業等の活用促進と協議会の助言機能強化

WEB面談等や手続き簡素化による利便性の向上や、協議会のシステム・業務の見直しを通じた、協議会管理業務負荷の軽減・
業務標準化の推進

協議会による、事業者、金融機関、士業等の関係性構築に向けた発信、対話の強化

８

９

10

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

金融機関の再生支援に向けた意識
・対応強化

地域別の再生支援に係る中小企業金融の状況（課題等）を把握・分析・認識共有した上で支援策の検討11 ✓ ✓ ✓

実行する担い手 関連する担い手✓ ✓※ 協議会等とは、事業承継・引き継ぎ支援センター等の公的支援機関含み、金融機関等とは、政府系金融機関含む。各対応案に対する実行主体の担い手と関連する担い手は、「 」と表示。

✓
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